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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期

第２四半期
連結累計期間

第12期
第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売上高 (千円) 3,034,921 3,808,973 6,935,286

経常利益 (千円) 55,019 52,337 300,850

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失（△）

(千円) 6,371 △4,646 145,288

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 3,162 △3,563 149,091

純資産額 (千円) 870,032 1,136,158 1,203,212

総資産額 (千円) 4,481,223 5,555,434 5,567,048

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) 1.50 △1.02 33.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 1.41 ― 31.32

自己資本比率 (％) 19.2 20.2 21.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,325 184,526 73,011

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △203,455 △66,791 11,611

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 320,540 203,385 197,111

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 877,175 1,373,304 1,051,322
 

 

回次
第11期

第２四半期
連結会計期間

第12期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △2.82 △13.21
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第12期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益が総じて改善傾向にあり、雇用情勢・所得環境が

改善傾向にある中で個人消費に持ち直しの兆しが見られるなど、全体として緩やかな回復基調が続きました。

このような経済状況の中、当社グループの主な事業領域である、消費財メーカー等への営業支援の分野及び流

通小売等への覆面調査を提供する流通支援の分野では、販売促進のための店舗店頭の改善と強化が重視される傾

向が強く見られ、また、効率化や省力化のためのアウトソーシングのニーズも高まりました。さらに海外では、

特にアジア地域において日本の流通小売業の持つ店舗店頭の改善と店舗展開のノウハウを求める傾向が強くなっ

ております。

当社グループではこのような事業環境の下、国内では既存顧客からの受注拡大と新規顧客獲得のための提案活

動により営業支援事業及び流通支援事業ともに事業規模を拡大し、海外では、インド、インドネシアにおいて流

通小売業向けのコンサルティングサービスの受注を拡大させております。また新規事業として事業再生に取り組

んでおり、和菓子製造・販売の㈱十勝たちばなの業績改善に尽力しております。

当第２四半期連結累計期間の主な状況としましては、当社単体において営業支援事業、海外向けコンサルティ

ングサービスを含む流通支援事業ともに売上拡大となりましたが、流通支援事業の国内大型調査案件で人員増等

の費用が増加いたしました。

小型デジタルサイネージの開発・販売の㈱impactTVでは、営業及び開発の企画・管理体制の強化や費用構造の

見直しにより前年同期赤字から大幅黒字化を実現しており、当第２四半期連結累計期間の連結業績に大きく貢献

いたしました。

事業再生に取り組んでいる㈱十勝たちばなでは、新規出店及び催事開催の推進により売上を伸ばしましたが、

新規出店費用および催事開催費用の増加や、在庫管理や生産管理の改善が進まず製造部門の効率化が遅れたこと

により大幅な赤字となりました。また、投資有価証券の減損により特別損失9,738千円を計上しております。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、3,808,973千円（前年同期比25.5％増）、営業利益

は70,365千円（前年同期比3.2％増）、経常利益は52,337千円（前年同期比4.9％減）、四半期純損失は4,646千円

（前年同期は6,371千円の利益）となりました。

（参考）       （単位：千円）

 売上高
前年同期

増減率
営業利益

前年同期

増減率
経常利益

前年同期

増減率

四半期

純利益
前年同期

増減率

連結業績 3,808,973 ＋25.5％ 70,365 ＋3.2％ 52,337 △4.9％ △4,646 ―
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　　　なお、当社グループの主な企業の当第２四半期連結累計期間における各社単体業績は次の通りであります。

（単位：千円）

会社名 売上高
前年同期
増減率

営業利益
前年同期
増減率

経常利益
前年同期
増減率

四半期
純利益

前年同期
増減率

(株)メディアフラッグ 1,905,772 10.0％ 91,235 △16.4％ 87,989 △15.4％ 41,192 △30.1％

(株)impactTV 538,234 △1.8％ 60,977 138.3％ 60,169 137.6％ 75,653 125.6％

(株)MEDIAFLAG沖縄 93,547 8.4％ 8,182 2,704.3％ 9,935 200.5％ 6,699 126.2％

cabic(株) 317,989 1.8％ 6,475 3,980.5％ 6,505 1,410.1％ 6,194 830.9％

梅地亜福（上海）管理咨詢

有限公司
10,818 121.9％ 251 105.7％ △35 99.1％ △35 99.1％

(株)ＭＰａｎｄＣ 25,233 79.0％ △6,081 70.7％ △6,227 70.2％ △6,474 69.2％

(株)十勝たちばな 1,030,123 5.6％ △41,294
△

2,141.2％
△51,303 △740.6％ △54,515 △516.3％

その他２社 22,690 38.5％ △670 69.9％ △240 87.7％ △430 79.3％
 

 (注) １．株式会社impactTVは平成26年７月１日より当社の連結子会社となっているため、表中の前年同期比は当社が株式を取得する前の

同社の業績を基に算出しております。

 ２．株式会社十勝たちばなは平成26年６月１日付で旧株式会社十勝と旧株式会社たちばなが合併した企業であります。表中の前年同

期比は旧株式会社十勝の業績と旧株式会社たちばなの前年同期の業績を合算して当該2社間取引を除いた金額を基に算出しており

ます。

 ３．利益についての前年同期増減率については、損益の増減分を前期実績値で除して算出しており、損益が改善された場合はプラス

表示、損益が悪化した場合はマイナス表示しております。

 ４．Ｋ９株式会社は、平成27年６月２日付で株式会社ＭＰａｎｄＣへ社名変更しております。

 
　セグメントの業績は次のとおりであります。

（営業支援事業）

営業支援事業におきましては、リアルショップサポートの新規案件の受注や各メーカーが実施するキャンペー

ンや新商品の発売に合わせた推奨販売サービスの新規受注の拡大、小型デジタルサイネージの開発・販売を行う

子会社㈱impactTVとのシナジー効果もあり売上が順調に推移し、売上高は1,990,662千円（前年同期比48.0%

増）、セグメント利益は268,808千円（同31.5%増）となりました。

（流通支援事業）

流通支援事業におきましては、大型調査案件の受注やインド等アジア地域における現地流通小売業向けコンサ

ルティングサービスの受注拡大により売上は順調に推移した一方で、大型案件対応に伴う臨時従業員増員等の影

響により、売上高は385,602千円（前年同期比21.8%増）、セグメント利益は155,702千円（同19.3%減）となりま

した。

（ＡＳＰ事業）

ASP事業におきましては、既存顧客からのカスタマイズの受注に加え、占有サーバーの導入などにより、売上

高は37,100千円（前年同期比25.8%増）、セグメント利益は26,657千円（同7.0%増）となりました。

（ストア事業）

ストア事業におきましては、外部環境に左右されることなく日々の売上確保に努めました。利益については、

前年第１四半期の沖縄料理店「古都首里」の閉店による費用削減により大幅に回復しました。この結果、売上高

は378,290千円（前年同期比0.9%増）、セグメント利益は5,463千円（同243.5%増）となりました。

（和菓子製造販売事業）

事業再生に取り組んでいる和菓子製造販売事業におきましては、年末年始の需要、百貨店や駅ビル等商業施設

における催事の積極展開、並びに新店舗展開により売上高が順調に推移する一方で、新規出店による費用増加

や、原材料等の在庫管理及び工場人員の適正化等の製造部門効率化の進捗の遅れがありました。この結果、売上

高は1,030,123千円（前年同期比6.0%増）、セグメント損失は59,999千円（前年同期は16,729千円の損失）とな

りました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比べ11,613千円減少し、5,555,434千円と

なりました。

流動資産は、前連結会計年度末と比べ52,791千円増加し、2,605,135千円となりました。これは現金及び預金の増

加321,982千円、受取手形及び売掛金の減少288,803千円等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ64,405千円減少し、2,950,298千円となりました。これは主にのれんの減少

52,416千円等によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比べ55,440千円増加し、4,419,276千円とな

りました。

流動負債は、前連結会計年度末と比べ24,117円減少し、1,959,580千円となりました。これは主に買掛金の減少

60,407千円等によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ79,558千円増加し、2,459,695千円となりました。これは長期借入金の増

加84,023千円等によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比べ67,053千円減少し、1,136,158千円と

なりました。これは主に自己株式の増加80,287千円、資本剰余金の増加23,892千円等によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、1,373,304千円となりました。なお、当第２四半

期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の営業活動の結果増加した資金は、184,526千円であります。これは主に売上債権の

減少額288,936千円、税金等調整前四半期純利益42,621千円、減価償却費63,250千円、のれん償却額54,366千円、

法人税等の支払額94,810千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の投資活動の結果減少した資金は、66,791千円であります。これは主に有形固定資産

の取得による支出48,568千円、無形固定資産の取得による支出19,088千円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の財務活動の結果増加した資金は、203,385千円であります。これは主に短期借入金

の増加額110,000千円、長期借入れによる収入464,000千円、長期借入金の返済による支出308,340千円でありま

す。

　
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　
　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,599,894 4,608,894
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数は100株であ
ります。

計 4,599,894 4,608,894 ― ―
 

（注）「提出日現在発行数」の普通株式の増加は、新株予約権の行使によるものであります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成27年５月18日

新株予約権の数(個) 4,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株） 400,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,087

新株予約権の行使期間
自 平成29年２月15日
至 平成32年５月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   1,087
資本組入額   544

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７
 

(注) １．本新株予約権は新株予約権１個につき1,011円で有償発行しております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、付与株式数は適切に調整されるものとする 。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １  ／  分割・併合の比率
 

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合、または自己株式を処分する場合（新株予約権行使によるも

のを除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整するものとする（１円未満の端数は切り上げ

る）。

      新規発行

株式数
×

1株当たり

払込金額    既発行

株式数
＋

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。

４． ① 新株予約権者は、下記（a）及び（b）をいずれも満たした場合に本新株予約権を行使することができ

る。

(a) 平成27年12月期又は平成28年12月期の事業年度にかかる当社連結損益計算書（連結財務諸表を作成し

ていない場合は損益計算書）において、営業利益が500百万円以上となった場合。また、国際財務報

告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、当社は、合理的

な範囲内において、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

(b) 割当日から本新株予約権の行使期間が満了する日までの間に、東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引終値が3,000円（注３に準じて適宜調整されるものとする。）を上回った場合。

② 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役または従

業員（業務委託社員含む）であることを要する。但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当

な理由のある場合は、この限りではない。

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
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⑤ 各本新株予約権の１個未満の行使を行うことはできない。

５． 譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

６． ① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約若しくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総

会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日

の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、注７に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった場

合、又はその他正当な理由があると取締役会が判断した場合、当社は本新株予約権を発行価額と同額で

取得することができる。

７． 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

② 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、注２に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、

注３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、注７③に従って決定される当該新株

予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか

遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)」に準じて決

定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ その他新株予約権の行使の条件

注４に準じて決定する。

⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

注６に準じて決定する。

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日（注）1

17,100 4,599,894 2,204 290,115 2,204 475,446
 

（注）１.新株予約権の行使による増加であります。

２.平成27年７月１日から平成27年８月14日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が9,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,503千円増加しております。

 

(6) 【大株主の状況】

平成27年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

福井　康夫　 東京都世田谷区 1,407,000 30.59

株式会社レッグス 東京都渋谷区神宮前２－４－12 353,237 7.68

株式会社博報堂DYホールディングス 東京都港区赤坂５－３―１ 300,000 6.52

ＣＲＥＤＩＴ ＳＵＩＳＳＥ ＡＧ

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

１ ＲＡＦＦＬＥＳ ＬＩＮＫ　０５－０

２ 　ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ 　０３９３９

３　

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１　

決済事業部　）

211,500 4.60

中谷　宅雄　　（注）２ 大阪府松原市 195,000 4.24

松田　公太 東京都港区 180,000 3.91

江頭　訓 東京都足立区 166,400 3.62

坂本　孝 山梨県甲府市 90,000 1.96

株式会社BOSパートナーズ 東京都中央区銀座８－８－17 84,300 1.83

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（株式付与ESOP信託口）　（注）１

東京都港区浜松町２－11－３ 81,900 1.78

計 ― 3,069,337 66.73
 

(注) １．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）の所有株式81,900株は、株式付与ESOP信託

の制度導入に伴う当社株式であります。

２．平成27年７月14日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、個人である中谷

宅雄氏が平成27年７月７日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２

四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は株主名簿上の所有

株式数に基づき記載しております。なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりでありま

す。
 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券保有割合

（％）

中谷　宅雄 大阪府松原市 280,600 6.12
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　 100 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,598,100 45,981
権利内容に何ら限定の無い当社の
標準となる株式であり、単元株式
数は100株であります。

単元未満株式
普 通 株 式      
1,694　　　 　 　

― ―

発行済株式総数 4,599,894 ― ―

総株主の議決権 ―  ―
 

　
（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信

託財産として日本マスタートラスト信託銀行株式会社が保有している当社株式81,900株を含めて表示しており

ます。

 

② 【自己株式等】

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株)

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
㈱メディアフラッグ

東京都渋谷区渋谷
2丁目12番19号

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00
 

　
(注）上記のほか、前記「発行済株式」に記載の日本マスタートラスト信託銀行株式会社が保有している当社株式

81,900株を四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(2) 退任役員

 

役職名 氏名 退任年月日

取締役 石動　力 平成27年５月18日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,061,329 1,383,312

  受取手形及び売掛金 1,057,021 768,218

  商品及び製品 250,433 217,679

  仕掛品 29,107 29,606

  原材料及び貯蔵品 77,437 80,564

  その他 78,929 127,240

  貸倒引当金 △1,914 △1,486

  流動資産合計 2,552,344 2,605,135

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※1  2,394,795 ※1  2,419,930

   機械装置及び運搬具 676,461 688,018

   土地 ※1  1,628,925 ※1  1,628,925

   その他 613,360 623,966

   減価償却累計額 △3,133,617 △3,181,641

   有形固定資産合計 2,179,925 2,179,200

  無形固定資産   

   のれん 464,308 411,891

   その他 84,214 88,168

   無形固定資産合計 548,522 500,060

  投資その他の資産 286,256 271,037

  固定資産合計 3,014,703 2,950,298

 資産合計 5,567,048 5,555,434

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 150,167 89,759

  短期借入金 ※1、※2  650,000 ※1、※2  761,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  536,687 ※1  608,324

  未払法人税等 100,603 48,865

  ポイント引当金 5,751 7,986

  その他 540,490 443,645

  流動負債合計 1,983,698 1,959,580

 固定負債   

  長期借入金 ※1  2,315,026 ※1  2,399,049

  資産除去債務 39,647 39,469

  その他 25,464 21,176

  固定負債合計 2,380,137 2,459,695

 負債合計 4,363,835 4,419,276
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 287,603 290,115

  資本剰余金 472,933 496,826

  利益剰余金 436,002 417,703

  自己株式 △10,054 △90,341

  株主資本合計 1,186,484 1,114,304

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 481 588

  為替換算調整勘定 7,278 7,658

  その他の包括利益累計額合計 7,759 8,247

 新株予約権 - 4,044

 少数株主持分 8,968 9,563

 純資産合計 1,203,212 1,136,158

負債純資産合計 5,567,048 5,555,434
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 3,034,921 3,808,973

売上原価 1,811,575 2,339,480

売上総利益 1,223,346 1,469,492

販売費及び一般管理費 ※  1,155,135 ※  1,399,126

営業利益 68,210 70,365

営業外収益   

 受取利息 500 638

 受取配当金 9 10

 助成金収入 3,650 1,538

 その他 2,821 3,405

 営業外収益合計 6,982 5,593

営業外費用   

 支払利息 18,736 22,593

 その他 1,437 1,029

 営業外費用合計 20,173 23,622

経常利益 55,019 52,337

特別利益   

 固定資産売却益 1,362 -

 持分変動利益 - 3,500

 特別利益合計 1,362 3,500

特別損失   

 固定資産除却損 1,142 3,477

 投資有価証券評価損 - 9,738

 特別損失合計 1,142 13,215

税金等調整前四半期純利益 55,239 42,621

法人税、住民税及び事業税 46,654 44,067

法人税等調整額 2,481 2,605

法人税等合計 49,135 46,672

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

6,103 △4,051

少数株主利益又は少数株主損失（△） △268 594

四半期純利益又は四半期純損失（△） 6,371 △4,646
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【四半期連結包括利益計算書】

　【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

6,103 △4,051

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △8 107

 為替換算調整勘定 △2,932 380

 その他の包括利益合計 △2,941 487

四半期包括利益 3,162 △3,563

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,430 △4,158

 少数株主に係る四半期包括利益 △268 594
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 55,239 42,621

 減価償却費 58,808 63,250

 のれん償却額 20,781 54,366

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △144 △427

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,530 2,234

 持分変動損益（△は益） - △3,500

 固定資産除却損 1,142 3,477

 固定資産売却益 △1,362 -

 投資有価証券評価損益（△は益） - 9,738

 受取利息及び受取配当金 △510 △649

 支払利息 18,736 22,593

 売上債権の増減額（△は増加） △8,658 288,936

 たな卸資産の増減額（△は増加） △55,964 29,127

 仕入債務の増減額（△は減少） △21,841 △60,142

 未払金の増減額（△は減少） 9,488 △35,122

 未払費用の増減額（△は減少） △4,500 △12,658

 未払消費税等の増減額（△は減少） 13,792 △55,914

 その他 △964 △47,181

 小計 86,573 300,748

 利息及び配当金の受取額 740 649

 利息の支払額 △17,757 △22,060

 法人税等の支払額 △72,882 △94,810

 営業活動によるキャッシュ・フロー △3,325 184,526

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △10,007 △10,007

 定期預金の払戻による収入 10,005 10,007

 有形固定資産の取得による支出 △21,394 △48,568

 有形固定資産の売却による収入 2,080 -

 無形固定資産の取得による支出 △16,762 △19,088

 資産除去債務の履行による支出 △2,514 △2,502

 投資有価証券の取得による支出 △10,250 -

 関係会社株式の取得による支出 △169,660 △1,950

 保証金の回収による収入 14,570 12,047

 保証金の差入による支出 △4,707 △6,976

 長期貸付金の回収による収入 6,113 1,380

 短期貸付金の増減額（△は増加） △115 -

 その他 △812 △1,133

 投資活動によるキャッシュ・フロー △203,455 △66,791
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 480,000 111,000

 長期借入れによる収入 20,000 464,000

 長期借入金の返済による支出 △159,802 △308,340

 株式の発行による収入 4,714 5,025

 新株予約権の発行による収入 - 4,044

 自己株式の売却による収入 - 31,380

 自己株式の取得による支出 - △90,287

 リース債務の返済による支出 △4,044 △3,676

 配当金の支払額 △20,327 △13,263

 少数株主からの払込みによる収入 - 3,500

 財務活動によるキャッシュ・フロー 320,540 203,385

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,744 862

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 111,015 321,982

現金及び現金同等物の期首残高 766,159 1,051,322

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  877,175 ※  1,373,304
 

 

EDINET提出書類

株式会社メディアフラッグ(E26836)

四半期報告書

17/24



【注記事項】

(追加情報)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、平成27年５月18日開催の取締役会において、当社従業員及び連結子会社の従業員（以下「従業員等」と

いう。）の新しいインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、本制度）を平成27年５月21日より導

入しております。

 

(1)取引の概要

本制度は、予め定めた株式交付規程に基づき、従業員等が受給権を取得した場合に当社株式または売却代金を

給付する仕組みとなっております。

当社グループでは、従業員等に会社業績の達成度及び各人の成果に応じてポイントを付与し、一定の条件によ

り受給権を取得した従業員等に対し、当該付与ポイントに相当する当社株式または売却代金を給付いたします。

従業員等に対し給付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産と

して分別管理するものとしております。

本制度の導入により、従業員等の帰属意識の醸成と経営参画意識を持たせ、従業員等の長期的な業績向上や株

価上昇に対する意欲や士気を高揚を図ることを目的としております。

 

(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当第２四半期連結会計期間末日の当該自己株式の帳簿価額は90,287千円であり、株

式数は81,900株であります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

建物及び構築物 312,709千円 296,914千円

土地 1,628,925千円 1,628,925千円

計 1,941,635千円 1,925,840千円
 

 
担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

短期借入金 200,000千円 200,000千円

１年内返済予定の長期借入金 251,112千円 281,112千円

長期借入金 1,724,050千円 1,691,994千円

計 2,175,162千円 2,173,106千円
 

　

※２ 当社及び連結子会社（株式会社MEDIAFLAG沖縄、cabic株式会社、株式会社十勝たちばな）においては、運

転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づ

く借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

当座貸越極度額の総額 980,000千円 1,036,000千円

借入実行残高 550,000千円 564,000千円

差引額 430,000千円 472,000千円
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（四半期連結損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

給料及び手当 371,999千円 519,586千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

現金及び預金 　　　　887,182千円 1,383,312千円

預入期間が３か月を超える定期預金 　△10,007千円 　△10,007千円

現金及び現金同等物 　　　　877,175千円 1,373,304千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日
定時株主総会

普通株式 21,142 5.00 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月27日
定時株主総会

普通株式 13,652 3.00 平成26年12月31日 平成27年３月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当第２四半期連結累計期間において、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託契約に基づき自己株式81,900株の

取得を行っております。この取得により自己株式が90,287千円増加し、当第２四半期連結会計期間の末日にお

ける自己株式は90,341千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日　至 平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

営業支援
事業

流通支援
事業

ASP事業
ストア
事業

和菓子
製造販売
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 1,342,552 315,750 29,494 375,057 972,066 3,034,921 ― 3,034,921

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,710 747 ― ― ― 3,457 △3,457 ―

計 1,345,262 316,497 29,494 375,057 972,066 3,038,378 △3,457 3,034,921

セグメント利益
又は損失(△)

204,488 192,918 24,914 1,590 △16,729 407,182 △338,971 68,210
 

(注) １．セグメント利益又は損失（△）の調整額△338,971千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用で

あり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日　至 平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

営業支援
事業

流通支援
事業

ASP事業
ストア
事業

和菓子
製造販売
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 1,988,029 384,592 37,100 378,290 1,020,960 3,808,973 ― 3,808,973

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,632 1,010 ― ― 9,163 12,806 △12,806 ―

計 1,990,662 385,602 37,100 378,290 1,030,123 3,821,779 △12,806 3,808,973

セグメント利益
又は損失(△)

268,808 155,702 26,657 5,463 △59,999 396,632 △326,266 70,365
 

(注) １．セグメント利益又は損失（△）の調整額△326,266千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用で

あり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

（1）１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額（△）

 １円50銭 △1円02銭

（算定上の基礎）   

 四半期純利益金額又は四半期純損失（△）(千円) 6,371 △4,646

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益金額
　又は四半期純損失金額（△）(千円)

6,371 △4,646

 普通株式の期中平均株式数(千株) 4,233 4,547

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   １円41銭 ―

（算定上の基礎）   

　四半期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数（千株） 261 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）１．当社は、株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、当該株式給付信託が所有する当社株式については、四

半期連結財務諸表において自己株式として計上しております。当第２四半期連結累計期間において、１株

当たり四半期純損失金額の算定上控除した当該自己株式の期中平均株式数は16,976株であります。

２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

事業からの撤退

当社は、平成27年７月16日開催の取締役会において、コンビニエンスストア店舗運営のストア事業の廃止につい

て決議いたしました。

 
(1）事業撤退の背景・理由

当社グループにおいて、コンビニエンスストア店舗運営を行っているストア事業は、当社の事業拡大や社員研修

の場として効果を上げてまいりましたが、事業の収益性と成長性に関して現状及び今後について高い成果を得るこ

とは困難と判断し、当該ストア事業を廃止することといたしました。

 
(2）撤退事業の概要

①事業内容　　　　　：コンビニエンスストア（３店舗）の運営

②ストア事業の平成26年12月期における経営成績：

 ストア事業(a) 連結財務諸表計上額(b) 比率（a／b）

売　　上               767,143千円             6,935,286千円        11.1％

営業利益                10,211千円               332,328千円         3.1％
 

 

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月14日

株式会社メディアフラッグ

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   阿   部         博    ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   土   屋   光   輝    ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メディ

アフラッグの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年４月１日

から平成27年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアフラッグ及び連結子会社の平成27年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２.XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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